
昭和 62 年 12 月 1 日住指発第 419 号 

『トレーラーハウスに関する建築基準法の取扱いについて』 

 

昭和 62 年 12 月 1 日 

建設省住宅局建築指導課長から浦和市都市計画部長宛 

（照会） 

現在、当市内においてトレーラーハウス（以下当該物件という。）を建築する工事が別記のとおり行われてお

りますが、建築主兼施工者は、当該物件は建築基準法にいう建築物でないとして、建築確認の手続きを行わず同

法第 9 条に基づく命令にも従つておりません。 

小職といたしましては、客貨車を利用した建築物の取扱い例や、岸に保留された船体を利用した建築物の取扱

い例をふまえ、次の理由から、当該物件は建築物に該当すると思料いたしますが、貴職のご見解をお伺いいたし

ます。 

（理由） 

一 当該物件は、台車状のものが 9 台並列されたものの上に建築されているが、駆動装置を有せず、各台車の前

部が鉄柱状のもの及び木柱状のもので、支持されていることから、随時かつ任意に移動することができないた

め、土地に定着する工作物に該当する。 

二 屋根及び柱を有している。 

三 建築物としての用途（ビリヤード、住宅及び事務所）に供することが予定されており、長期間存置されるこ

とが見込まれる。 

（回答） 

貴見のとおりである。 

 

 

平成 9 年 3月 31 日付け住指発第 170 号 

『トレーラーハウスの建築基準法上の取扱いについて』 

 

平成 9 年 3 月 31 日 

建設省住宅局建築指導課長から各都道府県建築主務部長あて通達 

トレーラーハウスの建築基準法上の取扱いについて 

近年、キャンプ場において、トレーラーハウス（車輪を有する移動型住宅で、原動機を備えず牽引車により牽

引されるものをいう。以下同じ。）を利用する例が増加しており、その建築基準法上の取扱いについて疑義を生

じている向きもあるため、今般、その取扱いを下記のとおりとすることとしたので、遺憾のないよう取り扱われ

たい。 

  なお、貴管下特定行政庁に対しても、この旨周知方お願いする。 

記 

  トレーラーハウスのうち、規模（床面積、高さ、階数等）、形態、設置状況（給排水、ガス・電気の供給又は

冷暖房設備、電話等の設置が固定された配管・配線によるものかどうか、移動の支障となる階段、ポーチ、ベラ

ンダ等が設けられているかどうかなど）等から判断して、随時かつ任意に移動できるものは、建築基準法第 2 条

第一号に規定する建築物には該当しないものとして取り扱うこと。 
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014 建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例

第１章　基準総則 １ 用語の定義

【 内　　容 】
・バス、キャンピングカー及びトレーラーハウス等の車両（以下「トレーラーハウス等」と
いう。）を用いて住宅・事務所・店舗等として使用するもののうち、以下のいずれかの観
点により、土地への定着性が確認できるものについては、法第２条第１号に規定する建築
物として取り扱う。

◆建築物として取り扱う例
○トレーラーハウス等が随時かつ任意に移動することに支障のある階段、ポーチ、ベラ
ンダ、柵等があるもの。

○給排水、ガス、電気、電話、冷暖房等のための設備配線や配管等をトレーラーハウス
等に接続する方式が、簡易な着脱式（工具を要さずに取り外すことが可能な方式）で
ないもの。

○その他、規模（床面積、高さ、階数等）、形態、設置状況等から、随時かつ任意に移
動できるとは認められないもの。

・なお、設置時点では建築物に該当しない場合であっても、その後の改造等を通じて土地へ
の定着性が認められるようになった場合については、その時点から当該工作物を建築物と
して取り扱うことが適切である。

【 解　　説 】
・「随時かつ任意に移動できるとは認められないもの」の該当例は、以下のとおりである。

◆「随時かつ任意に移動できるとは認められないもの」の該当例
○車輪が取り外されているもの又は車輪は取り付けてあるがパンクしているなど走行す
るために十分な状態に車輪が保守されていないもの。

○上部構造が車輪以外のものによって地盤上に支持されていて、その支持構造体が容易
に取り外すことができないもの（支持構造体を取り外すためにはその一部を用具を使
用しなければ取り外しができない場合等）。

○トレーラーハウス等の敷地内に、トレーラーハウス等を移動するための通路（トレー
ラーハウス等を支障なく移動することが可能な構造〔勾配、幅員、路盤等〕を有し、
設置場所から公道に至るまで連続しているもの）がないもの。

・トレーラーハウスに関する建築基準法の取扱いについて（昭和62年12月１日住指発第419号）
・トレーラーハウスの建築基準法上の取扱いについて（平成９年３月31日住指発第170号）

参　　考

法第２条第１号

車両を利用した工作物
⑴　建築物の定義
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015建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例

【 内　　容 】
・平成16年12月６日付国住指第2174号「コンテナを利用した建築物の取扱いについて（技術
的助言）」に示されているように、コンテナを土地に定着させて倉庫に使用する場合、こ
のコンテナは建築物として取り扱う。
なお、倉庫に限らず、その他の用途（例えばカラオケルーム）に使用する場合も同様である。

【 解　　説 】
・船舶又は鉄道等で貨物輸送等に使用されているコンテナを、随時かつ任意に移動できない
状態で設置し、継続的に倉庫等の用途に使用する場合は、土地への定着性が確認できるも
のとして、これを建築物として取り扱う。なお、この場合、「構造耐力（法第20条）」、「建
築材料の品質（法第37条）」等の規定に適合させる必要がある。
・更にコンテナの利用という特殊性に鑑み、構造耐力上の安全性について、以下の点につい
て留意する必要がある。 

①構造耐力上主要な部分が腐食、腐朽していないコンテナを使用すること。
②コンテナを鉄筋コンクリート造等の基礎に緊結し、コンテナに作用する荷重及び外力
を安全に地盤に伝えること。

③コンテナに開口部を新たに設けること等により構造耐力上支障を生ずるおそれのある
場合には、適切な補強を行うこと。

・コンテナを利用した建築物について（平成元年６月30日住指発第38号）
・コンテナを利用した建築物の取扱いについて（平成元年７月18日住指発第239号）
・コンテナを利用した建築物の取扱いについて（平成16年12月６日国住指第2174号）

参　　考

法第２条第１号

コンテナ
⑴　建築物の定義
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車両関係法令の抜粋 

 

１ 道路運送車両法 

 

 ⑴ 自動車の定義 

（定義）  

第二条  この法律で「道路運送車両」とは、自動車、原動機付自転車及び軽車両をいう。  

二 この法律で「自動車」とは、原動機により陸上を移動させることを目的として製作した用具で

軌条若しくは架線を用いないもの又はこれにより牽引して陸上を移動させることを目的として製

作した用具であつて、次項に規定する原動機付自転車以外のものをいう。  

 

⑵ 自動車の登録関係 

（登録の一般的効力） 

第四条 自動車（軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を除く。以下第二十九条から第三

十二条までを除き本章において同じ。）は、自動車登録ファイルに登録を受けたものでなければ、こ

れを運行の用に供してはならない。 

（新規登録の基準） 

 第八条 国土交通大臣は、前条の申請書を受理したときは、次の各号に該当する場合を除き、新規登

録をしなければならない。 

二 当該自動車が新規検査を受け、保安基準に適合すると認められたもの又は有効な自動車予備検

査証の交付を受けているものでないとき。 
  
 ⑶ 自動車の検査関係 

（自動車の検査及び自動車検査証） 

第五十八条 自動車（国土交通省令で定める軽自動車（以下「検査対象外軽自動車」という。）及び小

型特殊自動車を除く。以下この章において同じ。）は、この章に定めるところにより、国土交通大臣

の行う検査を受け、有効な自動車検査証の交付を受けているものでなければ、これを運行の用に供

してはならない。 

 
 ⑷ 保安基準 

（自動車の構造） 

第四十条 自動車は、その構造が、次に掲げる事項について、国土交通省令で定める保安上又は公害

防止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行の用に供してはならない。 

一 長さ、幅及び高さ 

二～九 （略） 

（自動車の装置）第四十一条 

（乗車定員又は最大積載量）第四十二条 

（自動車の保安上の技術基準についての制限の附加）第四十三条 

 
⑸ 道路運送車両の保安基準（昭和 26 年 7 月 28 日運輸省令第 67 号） 

第二章 自動車の保安基準 
（長さ、幅及び高さ）  

第二条 自動車は、告示で定める方法により測定した場合において、長さ（セミトレーラにあつ

ては、連結装置中心から当該セミトレーラの後端までの水平距離）十二メートル、幅二・五メ

ートル、高さ三・八メートルを超えてはならない。  
 
 ⑹ 車検証等の備付、表示等 

（自動車登録番号標等の表示の義務） 

第十九条 自動車は、国土交通省令で定めるところにより、第十一条第一項（同条第二項及び第十

四条第二項において準用する場合を含む。）の規定により国土交通大臣又は第二十五条の自動車登

録番号標交付代行者から交付を受けた自動車登録番号標及びこれに記載された自動車登録番号を

見やすいように表示しなければ、運行の用に供してはならない。 



（自動車検査証の備付け等） 

第六十六条 自動車は、自動車検査証を備え付け、かつ、国土交通省令で定めるところにより検査

標章を表示しなければ、運行の用に供してはならない。 

 
 
２ 道路法 

 
⑴ 定義 

（用語の定義）  
第二条  この法律において「道路」とは、一般交通の用に供する道で次条各号に掲げるものをいい、

トンネル、橋、渡船施設、道路用エレベーター等道路と一体となつてその効用を全うする施設又

は工作物及び道路の附属物で当該道路に附属して設けられているものを含むものとする。  
３ この法律において「自動車」とは、道路運送車両法 （昭和二十六年法律第百八十五号）第二

条第二項 に規定する自動車をいう。  
５  この法律において「車両」とは、道路交通法第二条第一項第八号 に規定する車両をいう。  

 
⑵ 通行の禁止又は制限 

第四十七条  道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路との関係において必要と

される車両（人が乗車し、又は貨物が積載されている場合にあつてはその状態におけるものをい

い、他の車両を牽引している場合にあつては当該牽引されている車両を含む。以下本節及び第八

章中同じ。）の幅、重量、高さ、長さ及び最小回転半径の最高限度は、政令で定める。  
２  車両でその幅、重量、高さ、長さ又は最小回転半径が前項の政令で定める最高限度をこえる

ものは、道路を通行させてはならない。 
 
 ⑶ 車両制限令（昭和三十六年七月十七日政令第二百六十五号） 
  （定義）  

第二条 この政令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。  
一 車両 法第二条第五項 に規定する車両（人が乗車し、又は貨物が積載されている場合にあつ

てはその状態におけるものをいい、他の車両をけん引している場合にあつては当該けん引され

ている車両を含む。）をいう。  
二 自動車 道路運送車両法 （昭和二十六年法律第百八十五号）第二条第二項 に規定する自動

車（二輪のものを除く。）及び無軌条電車をいう。  
  （車両の幅等の最高限度）  

第三条 法第四十七条第一項 の車両の幅、重量、高さ、長さ及び最小回転半径の最高限度は、次の

とおりとする。  
一 幅 二・五メートル  
三 高さ 道路管理者が道路の構造の保全及び交通の危険の防止上支障がないと認めて指定した

道路を通行する車両にあつては四・一メートル、その他の道路を通行する車両にあつては三・

八メートル  
四 長さ 十二メートル  

 
 
３ 道路交通法（昭和三十五年六月二十五日法律第百五号） 

 

⑴ 定義 

（定義）  
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。  
八 車両 自動車、原動機付自転車、軽車両及びトロリーバスをいう。  
九 自動車 原動機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車であつて、原動機付

自転車、自転車及び身体障害者用の車いす並びに歩行補助車その他の小型の車で政令で定める



もの（以下「歩行補助車等」という。）以外のものをいう。  
 

⑵ 運転免許 

（運転免許）  
第八十四条  自動車及び原動機付自転車（以下「自動車等」という。）を運転しようとする者は、

公安委員会の運転免許（以下「免許」という。）を受けなければならない。 
 

【参考】 

  道路運送車両法、道路交通法及び道路法による車両諸元に関する規定の比較 

   

 

４ 自動車損害賠償保障法 

  

 ⑴ 自賠責の強制加入 

（責任保険又は責任共済の契約の締結強制）  
第五条 自動車は、これについてこの法律で定める自動車損害賠償責任保険（以下「責任保険」と

いう。）又は自動車損害賠償責任共済（以下「責任共済」という。）の契約が締結されているもの

でなければ、運行の用に供してはならない。 
 
⑵ 保険証明書の交付 

（自動車損害賠償責任保険証明書）  
第七条 保険会社は、保険料の支払があつたときは、保険契約者に対して、当該自動車につき自動

車損害賠償責任保険証明書を交付しなければならない。 
 
⑶ 保険証明書の備付 

（自動車損害賠償責任保険証明書の備付）  
第八条 自動車は、自動車損害賠償責任保険証明書（前条第二項の規定により変更についての記入

を受けなければならないものにあつては、その記入を受けた自動車損害賠償責任保険証明書。次

条において同じ。）を備え付けなければ、運行の用に供してはならない。 
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